
ー 1 ー

働き 方改革関連法

　 平成 3 1 年４ 月１ 日から 働き 方改革関連法が順次施行さ れています。

　 内容や企業規模によ っ て、 施行日が異なり ますので、 ご 注意く ださ い。 なお法改正の詳

細は、 ホームページを 検索し 、 ご確認く ださ い。

神奈川労働局

　 同一企業において、 正規雇用労働者と 非正規雇用労働者（ パート タ イ ム労働者、 有期雇用

労働者、 派遣労働者） の間で、 基本給や賞与などの個々の待遇ごと に不合理な待遇差を 設け

るこ と が禁止さ れます。 ガイ ド ラ イ ンを 策定し 、 どのよう な待遇差が不合理に当たるかを 明

確に示し ます。

１  同一賃金・ 同一労働（ パート タ イ ム労働者・ 有期雇用労働者法）（ Ｐ .４ 参照）

　  （ 施行日　 大企業 平成 3 1 年 4 月１ 日　 中小企業 令和 2 年 4 月 1 日）

① 不合理な待遇差をなく すための規定の整備

② 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化

③ 行政による事業主への助言・ 指導等や裁判外紛争解決手続（ 行政A DR）の規定の整備

ポイント

２  職場のセク ハラ を起こ さ ないために（ Ｐ .２ ７ 参照）

　 パワーハラ スメ ント 防止対策が強化さ れ、 使用者の義務と なり まし た。

① 職場におけるパワーハラスメ ント の防止のために講ずべき措置

② 事業主に相談等をした労働者に対する不利益取扱いの禁止

③ 職場におけるセクシュアルハラスメ ント 、妊娠・ 出産・ 育児休業等に関するハラスメ ント

 の防止対策も 強化（ 中小企業主も対象）

ポイント

　 障害に関係なく 、 希望や能力に応じ て、 誰も が職業を通じ た社会参加のでき る「 共生社会」

実現の理念の下、 すべての使用者には、 法定雇用率以上の割合で障害者を 雇用する義務があ

り ます。

法定雇用率
事業主区分

令和６ 年４ 月１ 日以降

2 .5 %

2 .8 %

民間企業

国、 地方公共団体等

都道府県等の教育委員会 2 .7 %

3   障害者の法定雇用率引き 上げ（ Ｐ .４ １ 参照）
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1 労働時間法制の見直し

　 時間外労働の上限は、 原則と し て月４ ５ 時間・ 年３ ６ ０ 時間を 超える こ と はでき ません。

臨時的な特別な事情がある場合でも 、 年７ ２ ０ 時間・ 月１ ０ ０ 時間未満（ 休日労働を含む。）・

複数月平均８ ０ 時間（ 休日労働を含む。） が限度です。

　 なお、 時間外労働の上限規制に違反し た場合、 6 か月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金

が科せら れるおそれがあり ます。

　 ま た、 建設事業・ 自動車運転の業務・ 医師等に適用さ れて いた上限規制の適用猶予が、

令和６ 年３ 月３ １ 日で終了と なり まし た。

１  時間外労働の上限規制の導入

　  （ 施行日　 大企業 平成 3 1 年４ 月１ 日　 中小企業 令和 2 年 4 月１ 日）

　 １ 日の勤務終了後、 翌日の始業時間までの間に一定時間以上の休息時間（ イ ン タ ーバル）

の確保に努めなければなり ません（ 努力義務）。

２  「 勤務時間イ ンタ ーバル制度」 の導入促進

　  （ 施行日　 大企業・ 中小企業 平成 3 1 年４ 月１ 日）

　 使用者は、 １ ０ 日以上の年次休暇が付与さ れる労働者に対し 、 労働者の希望を 踏まえて時

季を 指定し て毎年５ 日年次有給休暇を 与えなければなり ません ( 労働者の時季指定や計画的

付与により 取得さ れた年次有給休暇の日数分については指定の必要はあり ません）。

３  年５ 日間の年次有給休暇の取得

　  （ 施行日　 大企業・ 中小企業 平成 3 1 年４ 月１ 日）

年間６ ヶ 月まで

法定労働時間
１ 日８ 時間
週４ ０ 時間

1 年間＝１ ２ ヶ 月

年７ ２ ０ 時間
複数月平均８ ０ 時間（ 休日労働を 含む。）
月１ ０ ０ 時間未満（ 休日労働を 含む。）

法律によ る 上限
（ 例外）

残業時間（ 原則）
月４ ５ 時間
年３ ６ ０ 時間

法律によ る 上限
（ 原則）
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　 月６ ０ 時間を 超える時間外労働に係る割増賃金率（ ５ ０ ％以上） について、 中小企業への

猶予措置を廃止し まし た。 なお、 大企業においては、 平成 2 2 年から 施行さ れています。

４  中小企業における月6 0 時間超の時間外労働に対する割増賃金の見直し

　  （ 施行日　 中小企業 令和5 年４ 月１ 日）

　 健康管理の観点から 、 裁量労働制が適用さ れる人や管理監督者も 含め、 全ての人の労働時

間の状況が客観的な方法その他適切な方法で把握するよう 義務付けら れます。

５  労働時間の客観的な把握

　  （ 施行日　 大企業・ 中小企業 平成 3 1 年４ 月１ 日）

　 労働時間の調整が可能な期間（ 清算期間） の上限が１ か月から ３ か月に延長さ れます。

　 それによ り 、 子育てや介護と いっ た生活上のニーズに合わせた労働時間が決めら れ、よ り

柔軟な働き 方が可能になり ます。

６  フ レ ッ ク スタ イ ム制の拡充

　  （ 施行日　 大企業・ 中小企業 平成 3 1 年４ 月１ 日）

　 事業者は、 産業医に対し 産業保健業務を 適切に行う ために必要な情報を 提供し なければな

ら ないと と も に、 事業者は衛生委員会に対し 、 産業医が行っ た労働者の健康把握に関する 勧

告の内容等を報告し なければなり ません。

※常時５ ０ 人以上の労働者を 使用する事業場は、 産業医を 選任し 、 労働者の健康管理等を 行

わせなければなり ません。

８  産業医・ 産業保健機能の強化

　  （ 施行日　 大企業・ 中小企業 平成 3 1 年４ 月１ 日）

　 求人企業・ 職業紹介事業者等が労働者の募集を 行う 場合・ 職業紹介を 行う 場合等には、 募

集する労働者の労働条件を 明示するこ と が必要ですが、 令和６ 年４ 月１ 日から は、 新たに以

下の事項についても 明示するこ と が必要と なっ ています。

９  労働条件明示のルール変更

　  （ 施行日　 令和６ 年４ 月１ 日）

　 職務の範囲が明確で一定の年収（ 1 ,0 7 5 万円以上を想定） を有する労働者が、 高度の専門的

知識を必要とする等の業務に従事する場合に、 年間１ ０ ４ 日以上かつ４ 週４ 日以上の休日確保を

義務付け、 本人の同意や労使委員会の決議をもって、 健康確保措置を講じなければなりません。

７  高度プロフ ェ ッ ショ ナル制度の創設

　  （ 施行日　 大企業・ 中小企業 平成 3 1 年４ 月１ 日）
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2 雇用形態に関わら ない公正な待遇の確保

　 同一企業において、 正規雇用労働者と 非正規雇用労働者（ パート タ イ ム労働者、 有期雇用

労働者、 派遣労働者） の間で、 基本給や賞与などの個々の待遇ごと に不合理な待遇差を 設け

る こ と が禁止さ れています。 ガイ ド ラ イ ンを 策定し 、 どのよう な待遇差が不合理にあたるか

を 明確に示す必要があり ます。

１  不合理な待遇差を解消するための規定の整備（ 同一労働同一賃金の導入）

　  （ 施行日　 大企業 令和 2 年４ 月１ 日　 中小企業 令和 3 年 4 月１ 日）

　 行政による使用者への助言・ 指導等や裁判外紛争解決手続（ 行政Ａ Ｄ Ｒ ） の規定が整備さ

れます。 なお、 裁判外紛争解決手続と は、 使用者と 労働者と の間の紛争を 裁判を せずに解決

する手続き のこ と をいいます。

３  行政による使用者への助言・ 指導や裁判外紛争解決手続（ 行政Ａ Ｄ Ｒ ） の規定の整備

　  （ 施行日　 大企業 令和 2 年４ 月１ 日　 中小企業 令和 3 年 4 月１ 日）

　 非正規雇用労働者は、 正規雇用労働者と の待遇差に内容・ 理由等に関する説明を 求めるこ

と ができ る よ う になり ます。 また、 使用者は、 非正規雇用労働者から 求めがあっ た場合は、

説明をし なければなり ません。

２  労働者に対する待遇に関する説明義務の強化

　  （ 施行日　 大企業 令和 2 年４ 月１ 日　 中小企業 令和 3 年 4 月１ 日）

待遇内容（ 雇い入れ時）

待遇決定に際しての考慮事項（ 求めがあった場合）

待遇差の内容・ 理由（ 求めがあった場合）

○→○

○→○

×→○

×→○

×→○

×→○

○→○

○→○

×→○

パート 有期 派遣

（ 改正前→改正後）

待遇内容： 賃金、福利厚生、教育訓練など

○： 説明義務の規定あり 　 ×： 説明義務の規定なし

（ 改正前→改正後）

○： 規定あり 　 △： 部分的に規定あり 　 ×： 規定なし

行政による助言・ 指導

行政Ａ ＤＲ

○→○

△→○

×→○

×→○

○→○

×→○

パート 有期 派遣

均衡待遇規定

均等待遇規定

ガイド ラ イン

○→◎

○→○

×→○

○→◎

×→○

×→○

パート 有期 派遣

（ 改正前→改正後）

○： 規定あり 　 △： 配慮規定　 ×： 規定なし 　 ◎： 規定の解釈の明確化

※派遣先の労働者との均等・ 均衡待遇と 一定の要件を満たす労使協定による待遇との選択。

△→○＋労使協定※

×→○＋労使協定※

×→○


